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At a Glance

At a Glance

※産業電子モビリティグループの対外業績数値には、EVグループの数値を含みます

事業概要

●変電　海外電力会社、発電事業者向け機器製造・販売を展開。
主な拠点（製品）は、シンガポール（変圧器、スイッチギヤ）、アメリ
カ（真空インタラプタ、真空遮断器）、インド（変圧器）、ドイツ（避
雷器）。収益基盤のシンガポール、成長ドライバーのアメリカが
事業を牽引。
●電力エネルギー　国内電力会社、発電事業者向けの発電・変
電システムを中心に展開。再エネ分野では、水力発電システムや
パワーコンディショナー（太陽光・蓄電）の他、風力発電の売電・
保守メンテナンスなどを手掛ける。

事業概要 事業概要

●電動力ソリューション　エレベーター、フォークリフト、繊維機
械、射出成形機向けモーター・インバーターやAGVなどを販売。
●EV　BEV、PHEV、HEV向け、駆動用モーター・インバーターな
どを納入。製品搭載車種の販売台数に応じて業績が変動。
●電子機器　半導体製造分野向けに産業用PC、真空コンデンサ、
パルス電源などを納入。高シェアの真空コンデンサが事業を
牽引。
●モビリティT&S　自動車メーカー、部品メーカー向けに、ダイ
ナモメータやドライブロボット、エンジンベンチを納入する他、
試験建屋一式での提供も行う。

各グループで納めた製品に加えて、他社設備を含めた保守メン
テナンスのワンストップサービスを展開。社会システムの社会
システム分野及び水インフラ分野が主力であり、受変電設備や
上下水処理設備などの保守・点検・修繕、設備更新を手掛ける。
設備のライフサイクル全体を通じたサービスを提供するとともに、
遠隔監視や各種診断技術を活用した保守サービスを展開し、
社会インフラの安定運用を支える。

事業概要

●社会システム　公共分野、工場、ビル、放送局などに発電、変電
システムを納入。BCPを背景にした需要から公共分野向けの非
常用発電機や移動電源車などの電源設備に注力。
●電鉄　鉄道事業者に変電システム、架線検測装置を納入。新
幹線・高速鉄道向け設備に強み。海外ではシンガポールをはじ
めとするASEAN地域やインドでの案件を手掛ける。海外売上
高比率は約50％。
●水インフラ　上下水道処理施設に変電・監視制御システムを
納入。既設設備の更新案件に加え、国土強靭化計画を背景に設
備増強ニーズも高まる。広域連携・官民連携（PPP）案件への対
応も増加傾向。
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グループ別従業員数推移

（年度）

 電力インフラ　  社会システム　  産業電子モビリティ　  フィールドエンジニアリング　  その他

2024 2,331 2,541 1,287 1,860 1,867 9,8869,886

2023 2,290 2,582 1,265 1,805 1,868 9,8109,810

2022 2,242 2,560 1,253 1,805 1,956 9,8169,816
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提供価値

グリーンかつ安全・安定的な電力供給の実現
提供価値

サステナブルなインフラ構築に貢献
提供価値

最先端技術の実現やモビリティの技術革新に貢献
提供価値

保守サービスで安心・安全な社会の実現

フィールドエンジニアリンググループ

21.6％21.6％

※売上高・営業利益構成比は、外部顧客に対する売上高・営業利益から算出しており、セグメント間の取引を含んでいません
※売上高・営業利益実績はセグメント間の取引を含んでいます

※括弧内の数値は、売上高・営業利益の構成比を表しています
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